
豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者並びに 

特定子ども・子育て支援施設等の確認に関する要綱 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号。以下「法」という。) 、

子ども・子育て支援法施行令（平成 26 年政令第 213 号。以下「政令」という。）及び子

ども・子育て支援法施行規則（平成 26年内閣府令第 44号。以下「府令」という。) に

定めるもののほか、法第 27条第 1項に規定する特定教育・保育施設（以下「特定教育・

保育施設」という。）及び法第 29 条第 1 項に規定する特定地域型保育事業者（以下「特

定地域型保育事業者」という。）並びに法第 30条の 11第 1項に規定する特定子ども・子

育て支援施設等（以下「特定子ども・子育て支援施設等」という。）の確認等に関し、必

要な事項を定める。 

 

  第２章 特定教育・保育施設の確認の申請等 

（確認の申請等） 

第２条 法第 31条第 1項の規定に基づく特定教育・保育施設の確認申請については、特定

教育・保育施設確認申請書(様式第 1 号)に必要書類を添付した上で、市長に提出するこ

とにより行う。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、確認すると決定したときは、

特定教育・保育施設確認決定通知書(様式第 2 号)、却下するとしたときは、特定教育・

保育施設確認申請却下通知書(様式第 3号)により申請者に通知するものとする。 

 

（確認の変更申請及び届出） 

第３条 法第 32条第 1項の規定に基づく特定教育・保育施設の利用定員の増加の変更申請

については、変更の日の 2月前までに、特定教育・保育施設確認変更申請書(様式第 4号) 

に必要書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

２ 法第 35条第 2項の規定に基づく利用定員の減少の届出については、その利用定員の減

少の日の 3月前までに、特定教育・保育施設の利用定員減少等届出書(様式第 5号) に必

要書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

３ 法第 32 条第 1 項及び法第 35 条第 2 項の規定に基づく特定教育・保育施設の利用定員

の内訳の変更については、変更の日の 3 月前までに、特定教育・保育施設確認変更申請

書(様式第 4号) に必要書類を添付した上で、市長に提出するとともに、変更の日の 3月

前までに、特定教育・保育施設の利用定員減少等届出書(様式第 5 号)に必要書類を添付

した上で、市長に提出することにより行う。 



４ 市長は、第 1 項から第 3 項の規定による申請があった場合において、変更すると決定

したときは、特定教育・保育施設確認変更決定通知書(様式第 2 号)、却下するとしたと

きは、特定教育・保育施設確認変更申請却下通知書(様式第 3 号)により申請者に通知す

るものとする。 

 

（変更の届出） 

第４条 法第 35条第 1項に規定に基づく特定教育・保育施設の設置者の住所等の変更の届

出については、10日以内に、特定教育・保育施設の設置者住所等変更届出書(様式第 6号)

に必要書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

 

（確認の辞退） 

第５条 法第 36条の規定に基づく特定教育・保育施設の確認の辞退については、その確認

を辞退する日の 3 月前までに、特定教育・保育施設確認辞退申出書(様式第 7 号)を市長

に提出することにより行う。  

 

（確認の取消し等） 

第６条 市長は、法第 40 条の規定に基づき、特定教育・保育施設に係る法第 27 条第 1 項

の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止するこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定による確認の取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しく

は一部の効力の停止を行うこととしたときは、特定教育・保育施設確認取消(停止)通知

書(様式第 8号)により当該特定教育・保育施設の設置者に通知するものとする。 

 

第３章 特定地域型保育事業の確認の申請等 

（確認の申請等） 

第７条 法第 43条第 1項に規定する特定地域型保育事業者の確認申請については、特定地

域型保育事業者確認申請書(様式第 9 号)に必要書類を添付した上で、市長に提出するこ

とにより行う。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、確認すると決定したときは、

特定地域型保育事業者確認決定通知書(様式第 2 号)、却下するとしたときは、特定地域

型保育事業者確認申請却下通知書(様式第 3号)により申請者に通知するものとする。 

 

（確認の変更申請及び届出） 

第８条 法第 44 条第 1 項の規定に基づく特定地域型保育事業者の利用定員の増加の変更

申請については、変更の日の 2月前までに、特定地域型保育事業者確認変更申請書(様式

第 4号)に必要書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 



２ 法第 47条第 2項に規定に基づく利用定員の減少の届出については、その利用定員の減

少の日の 3月前までに、特定地域型保育事業者の利用定員減少等届出書(様式第 5号) に

必要書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

３ 法第 44 条第 1 項及び法第 47 条第 2 項の規定に基づく特定地域型保育事業者の利用定

員の内訳の変更については、変更の日の 2 月前までに、特定地域型保育事業者確認変更

申請書(様式第 4号) に必要書類を添付した上で、市長に提出するとともに、変更の日の

3 月前までに、特定地域型保育事業者の利用定員減少等届出書(様式第 5 号)に必要書類

を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

４ 市長は、第 1 項から第 3 項の規定による申請があった場合において、変更すると決定

したときは、特定地域型保育事業者確認変更決定通知書(様式第 2 号)、却下するとした

ときは、特定地域型保育事業者確認変更申請却下通知書(様式第 3 号)により申請者に通

知するものとする。 

 

（変更の届出） 

第９条 法第 47 条第 1 項に規定に基づく特定地域型保育事業者の名称等の変更の届出に

ついては、10日以内に、特定地域型保育事業者の名称等変更届出書(様式第 6号)に必要

書類を添付した上で、市長に提出することにより行う。 

 

（確認の辞退） 

第１０条 法第 48条の規定に基づく特定地域型保育事業者の確認の辞退については、その

確認を辞退する日の 3 月前までに、特定地域型保育事業者確認辞退申出書(様式第 7 号)

を市長に提出することにより行う。  

 

（確認の取消し等） 

第１１条 市長は、法第 52 条の規定に基づき、特定地域型保育事業者に係る法第 29 条第

1 項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止す

ることができる。 

２ 市長は、前項の規定による確認の取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しく

は一部の効力の停止を行うこととしたときは、特定地域型保育事業者確認取消(停止)通

知書(様式第 8号)により当該特定地域型保育事業者に通知するものとする。 

 

  第４章 特定子ども・子育て支援施設等の確認の申請等 

（確認の申請等） 

第１２条 法第 58条の 2の規定に基づく特定子ども・子育て支援施設等の確認申請につい

ては、特定子ども・子育て支援施設等確認申請書(確認様式 0)に必要書類を添付した上

で、市長に提出することにより行う。 



２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、確認すると決定したときは、

特定子ども・子育て支援施設等確認決定通知書(確認様式－決定通知)、却下するとした

ときは、特定子ども・子育て支援施設等確認申請却下通知書(確認様式－却下通知)によ

り申請者に通知するものとする。 

 

（変更の届出） 

第１３条 法第 58条の 5の規定に基づく特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業

所の名称及び所在地等の変更の届出については、10日以内に、特定子ども・子育て支援

施設等確認変更届(確認様式 6)に必要書類を添付した上で、市長に提出することにより

行う。 

 

（確認の辞退） 

第１４条 法第 58条の 6の規定に基づく特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞退につ

いては、その確認を辞退する日の 3 月前までに、特定子ども・子育て支援施設等確認辞

退届(確認様式 7)を市長に提出することにより行う。  

 

（確認の取消し等） 

第１５条 市長は、法第 58 条の 10 の規定に基づき、特定子ども・子育て支援施設等に係

る法第 30 条の 11 の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の

効力を停止することができる。 

２ 市長は、前項の規定による確認の取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しく

は一部の効力の停止を行うこととしたときは、特定子ども・子育て支援施設等確認取消

(停止)決定通知書(確認様式－取消（停止）通知)により当該特定子ども・子育て支援施

設等の設置者に通知するものとする。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年１２月２日から施行し、平成２６年１０月９日から適用する。 

 

２ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

 

３ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

４ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



様式第1号（第2条関係） 

 

特定教育・保育施設確認申請書 

 

年  月  日  

豊中市長 様 

  所 在 地 
 

 

申 請 者  法 人 名 
 

 

  代表者職・氏名   

 

 子ども・子育て支援法に規定する教育・保育施設に係る確認を受けたいので、下記のとおり、関係書類

を添えて申請します。 

記 

申

請

者 

フリガナ   

法人等名称 
  

主たる事務所の

所在地・連絡先 

(郵便番号   ―   ) 

（ビルの名称等） 

電話番号   FAX番号   

E-mailアドレス   

法人等の種別   法人所轄庁   

 代 表 者 の

職名・氏名 

職

名 

  

フリガナ   

氏 名   

代表者生年月日 年  月  日 代表就任年月日 年  月  日 

 代 表 者 の

住所・連絡先 

(郵便番号   ―   ) 

（ビルの名称等） 

電話番号   FAX番号   

事業開始(予定)年月日        年   月   日 

 教育・保育施設

の 区 分 

区 分 添付様式 

 □ 認定こども園(幼保連携型) 付表1 

 □ 認定こども園(幼稚園型) 付表2 

 □ 認定こども園(保育所型) 付表3 

 □ 認定こども園(地方裁量型) 付表4 

 □ 幼稚園(上記を除く) 付表5 

 □ 保育所(上記を除く) 付表6 

 



付表１　認定こども園（幼保連携型）の確認に係る記載事項

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

～

～

～

月 日 ～ 月 日 （その他）

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

　　　　

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

就任年月日

免許・資格の種類

氏名・
生年月日

園
長

生年月日

時

２・３号
認定

平日

土曜日

日曜・祝日

４歳以上児

２号認定 ３号認定

人

分

人

人

分

人

３歳児４歳児

時

時

人

分時

時

学 級 編 制

（冬季休園日）

全体の面積

遊戯室

人 人

０歳児

㎡/人
施
設
設
備

氏　　名

土曜日

分

時

日曜・祝日

時分

１号認定

学級

フ リ ガ ナ

施 設 名 称

５歳児

施設の所在地
・ 連 絡 先

E-mail
アドレス

フリガナ

認可年月日

休 園 日
（１号認定）

１号認定

時

２号・３号認定

時

（春季休園日）

分

人 人人

㎡/人 ㎡/人 ㎡/人

４歳児４歳以上児

満２歳以上児１人当たり面積

園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

１・２歳児

人

１歳児

人

３号認定

㎡ ㎡/人面　　　積

設置場所

開 園 曜 日

敷地全体 園舎

２歳児

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

乳児室
※ほふく室兼用含む

（

居室数／面積

分

時 分

３歳児

分

１号
認定

（夏季休園日）

時

平日

分

分

設　備 保育室

時

人 人 人 人

開 園 時 間

　利　用　定　員

認 可 定 員

２号認定
５歳児

人

人

分

１号認定

月

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

郵便番号

電話番号 FAX番号

日

（ビルの名称等）

（別添２「職員体制一覧表及び学級編制表」を参照）

設　備

１人当たりの面積

年

平日 土曜日 日曜・祝日

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

平日 土曜日 日曜・祝日



常　勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

常　勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

常　勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

常　勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人

人

人

人

人

人

人 人

常勤換算後の人数 人

基準上の必要人数 人 人

人

配　置
職員数

職　種
事務職員 調理員

教育補助職員
・保育補助者 その他の職員

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務

常勤換算後の人数

年

年 年

直接雇用・派遣の別

年

年

派遣労働者

直接雇用（有期）

うち保育教諭

直接雇用（無期）

人

人/年
過去3年間の
退職職員数

年 年 年 年

人

年

職員1人当たり
子ども数

研修の実施状況
（受講者数）

人

人

年

平均勤続年数

年

人

人

基準上の必要人数

平均経験年数

専　従

平均経験年数

職　種

平均勤続年数 年

年

栄養教諭

人

人

講師

職
員
の
状
況

平均勤続年数 年 年

平均経験年数

助保育教諭

年

人

人

専　従 兼　務

人

人

専　従 兼　務

専　従 兼　務

人

人

兼　務 専　従

主幹養護教諭

人

養護教諭

人

年

兼　務

学校歯科医 学校薬剤師

兼　務 専　従

年

年

専　従

施
設
設
備

年

専　従

人

調　理　室　・　調　理　設　備

人

年

人人

年

養護助教諭

年年

専　従 兼　務専　従

年

兼　務

人

年 年

年

人

人人人

兼　務

年年

人

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 専　従

年

保健師又は看護師

人

人

人

年

人

年

人

専　従 兼　務

人 人

年

うち保育教諭

うち保育教諭

人

人

配　置
職員数

常勤換算後の人数

職　種

基準上の必要人数

配　置
職員数

平均経験年数

配　置
職員数

年

年

学校医主幹栄養教諭

人

設置状況

兼　務

保育教諭指導保育教諭

兼　務兼　務

教頭 主幹保育教諭

年

年

年

　

兼　務専　従
職　種

副園長

設　備

基準上の必要人数

平均勤続年数

常勤換算後の人数

調理室 調理設備無



）

時

時

（ ）

( )

( )

（ ）

（ ）

教育・保育の
内容・特徴

施設の運営方針

２･３号
認定

その他の事業の
実施状況

そ　の　他

病児・病後児保育

（お選びください） 類型：

２号提供方法

（お選びください）

（お選びください）

相談、苦情等の
対応のための取組

認定こども園として
実施する

子育て支援事業

（該当するものに○をつけ
てください。）

（お選びください）
地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題
につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認
定こども園又はその居宅において保護を行う事業

（お選びください）
地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は
個人との連絡及び調整を行う事業

（お選びください） 地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業

延長保育

分～

（お選びください）
利用手続等利用者に

対する事前説明 （お選びください）

（お選びください）

）時

（お選びください）

特別支援教育・障害児保育

（お選びください）

そ
の
他
の
運
営
情
報

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

事故発生の防止及び
発生時の対応

開園時間開始前

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

学校関係者評価の実
施・結果の公表状況

障がい児対応の有無

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

分から

開園時間終了後 分まで
（ 時 分

一時預かり

（お選びください）

利 用 料

食事の
提供状況

）

（お選びください）

）

１号
認定

提供内容

実費徴収の
有（内容・金額）・無

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

　　　　　　　　　

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

（お選びください） アレルギー対応の有無

（

（

その他（

（お選びください）

提供日

実施有無

1号選考基準

秘密保持のための
措置

日 月 火 水 木 金 土

有 無

有 無

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

その他

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施

その他



（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの
（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

添 付 書 類

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書
（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１６）事故防止マニュアル
（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの
（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し
（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）
（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）
（ ５ ）運営規程



付表２　認定こども園（幼稚園型）の確認に係る記載事項

年 月 日

( ）

年 月 日

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

年 月 日

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

～

～

～

～

～

～

月 日 ～ 月 日 （その他）

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

認定年月日

施
設
長 就任年月日

免許・資格の種類

氏名・
生年月日

フリガナ
生年月日

時

認
定
こ
ど
も
園

認可年月日

幼
稚
園

電話番号

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

免許・資格の種類

（ビルの名称等）

郵便番号

分土曜日 時

開 園 時 間

時 分

施設の所在地
・連絡先

時
２・３号
認定

平日 分

園
長 就任年月日

保
育
所
機
能
部
分
（

単
独
型
は
除
く
）

開 園 曜 日 １号認定

（お選
びくだ
さい）

時

氏　　名

氏名・
生年月日

フリガナ
生年月日

フリガナ

施設名称

電話番号 FAX番号

氏　　名

E-mail
アドレス

（お選
びくだ
さい）

分

分

日曜・祝日

２号・３号認定

フリガナ

施設名称

フリガナ

施設名称

E-mail
アドレス

施設の所在地
・連絡先 （ビルの名称等）

FAX番号

郵便番号

分

時

時

土曜日

日曜・祝日

分

（冬季休園日）

就任年月日

免許・資格の種類

認
定
こ
ど
も
園
の
長

氏名・
生年月日

休 園 日
（１号認定）

分

時
１号
認定

平日

時 分

時分

３号認定２号認定

人

１号認定

人

（春季休園日）

（夏季休園日）

時 分

認 可 定 員
人

分

時

フリガナ
生年月日

氏　　名

年 月 日

年 月 日

年 月 日

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

平日 土曜日 日曜・祝日 平日 土曜日 日曜・祝日



　　　　

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職
員
の
状
況

平均経験年数

基準上の必要人数

常勤換算後の人数

年

非常勤

助教諭

兼　務専　従 兼　務

常　勤

職　種

人

兼　務

㎡/人

調　理　室　・　調　理　設　備設　備

設置状況

設置場所

１人当たりの面積

（

専　従

㎡/人

㎡/人

養護助教諭講師

年

人

兼　務 専　従専　従 兼　務

１号認定 ３歳児５歳児

人

４歳児

人

人 人 人

４歳以上児

人

人

教頭

５歳児

人

１歳児

年

人

専　従

園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

人 人

３歳児

㎡

４歳以上児

人

施
設
設
備

面　　　積 全体の面積 満２歳以上児１人当たり面積

設　備

専　従
職　種

職　種

配　置
職員数

常　勤

年

非常勤

保育士(教員を除く保育
士資格保有者)

専　従 兼　務

平均経験年数

常勤換算後の人数

平均勤続年数 年

人

保健師又は看護師

年

学校薬剤師

年

兼　務

年年 年

年

兼　務 専　従 兼　務

学校歯科医

平均勤続年数

平均経験年数

年 年

人

人

配　置
職員数

人

養護教諭

専　従

専　従 兼　務

年

人

学級

　利　用　定　員

１・２歳児

人

学 級 編 制

敷地全体

３号認定

２号認定

４歳児

居室数／面積

人

遊戯室

人

設　備

年

人

学校医

専　従 兼　務専　従

人

年

年

人

園舎 乳児室
※ほふく室兼用含む

年

人

人

㎡/人

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

保育室

専　従

人

兼　務

人

基準上の必要人数

人

年

人

年

専　従

人

基準上の必要人数

配　置
職員数

常　勤

非常勤

常勤換算後の人数 人

副園長

年 年

平均勤続年数 年

人 人

年

人

年 年 年 年

人

兼　務専　従

年

栄養教諭

兼　務

年

人

人

人

人

人

人

兼　務

　

指導教諭 教諭

０歳児２歳児

人

㎡/人

人

（別添２「職員体制一覧表及び学級編制表」を参照）

主幹教諭

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理室 調理設備無



人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人

人

人

人

人

人

人 人

）

時

時

（ ）

職
員
の
状
況

（お選びください）
地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個
人との連絡及び調整を行う事業

（お選びください） 地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業

認定こども園として
実施する

子育て支援事業

（該当するものに○
をつけてくださ

い。）

食事の
提供状況

その他の事業の
実施状況

一時預かり

（お選びください）

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

１号
認定

実施有無

提供日

提供内容

（お選びください）
地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題に
つき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情
報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定
こども園又はその居宅において保護を行う事業

年

人

人 人 人 人

職員1人当たり
子ども数

事務職員

平均経験年数 年 年 年 年

平均勤続年数 年 年 年

非常勤

基準上の必要人数 人 人 人

常勤換算後の人数

調理員
教育補助職員
・保育補助者

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務

うち教諭又は保育士

派遣労働者

直接雇用（無期）

（

開園時間終了後

特別支援教育・障害児保育 延長保育

過去3年間の
退職職員数

）

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無

（お選びください）（お選びください）

（お選びください）

職　種

２号提供方法

配　置
職員数

常　勤

２･３号
認定

（お選びください）

　　　　　　　　　 その他（

（お選びください）

アレルギー対応の有無

人/年

うち教諭又は保育士

研修の実施状況
（受講者数）

障がい児対応の有無 （お選びください）

その他の職員

専　従 兼　務

（ ）

直接雇用（有期）

分まで

（お選びください）

（ 時 分 ～ 時 分 ）
開園時間開始前 分から

（お選びください）

病児・病後児保育

（お選びください）

そ　の　他

類型：

直接雇用・派遣の別

うち教諭又は保育士

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

日 月 火 水 木 金 土

有 無

有 無



( )

( )

（ ）

（ ）

そ
の
他
の
運
営
情
報

そ
の
他
の
運
営
情
報

相談、苦情等の
対応のための取組

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

（１６）事故防止マニュアル

（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（お選びください）

（お選びください）

添 付 書 類

公認会計士等による
監査の実施状況

施設の運営方針

教育・保育の
内容・特徴

1号選考基準 （お選びください）
利用手続等利用者
に対する事前説明

（お選びください）

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

学校関係者評価の実
施・結果の公表状況 （お選びください）

第三者評価の実施・
結果の公表状況

事故発生の防止及び
発生時の対応

秘密保持のための
措置

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施

その他

その他



付表３　認定こども園（保育所型）の確認に係る記載事項

年 月 日

( ）

年 月 日

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

～

～

～

月 日 ～ 月 日 （その他）

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

　　　　

３号認定 １・２歳児 ０歳児２歳児 １歳児

人 人 人

認可年月日

免許・資格の種類

施
設
長

氏名・
生年月日

生年月日

就任年月日

フリガナ

氏　　名
年 月 日

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

認
定
こ
ど
も
園

認
定
こ
ど
も
園
の
長

電話番号 FAX番号

フリガナ

施設名称

施設の所在地
・連絡先

E-mail
アドレス

フリガナ

施設名称

フリガナ

氏　　名

認定年月日

氏名・
生年月日

生年月日

郵便番号

就任年月日

免許・資格の種類

年 月 日

日曜・祝日 時 分

（ビルの名称等）

時 分

時時 分

時

時 分 時

分

時

保
育
所

開 園 曜 日 １号認定 ２号・３号認定

開 園 時 間

１号
認定

平日 時 分 時

分

土曜日

分

２・３号
認定

分

分

土曜日

（春季休園日）

分 時

分

平日

日曜・祝日 時

（夏季休園日）

（冬季休園日）

認 可 定 員
１号認定 ２号認定 ３号認定

人 人 人

休 園 日
（１号認定）

　利　用　定　員

１号認定 ４歳以上児 ３歳児５歳児 ４歳児

人 人 人 人 人

２号認定 ４歳以上児 ３歳児５歳児 ４歳児

人

人 人

人 人 人 人

学 級 編 制 学級 （別添２「職員体制一覧表及び学級編制表」を参照）

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

平日 土曜日 日曜・祝日 平日 土曜日 日曜・祝日



㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人

人

人

人

人 人

）

時

時

その他の事業の
実施状況

職
員
の
状
況

認定こども園として
実施する

子育て支援事業

（該当するものに○
をつけてくださ

い。）

（お選びください）
地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題に
つき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情
報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認定
こども園又はその居宅において保護を行う事業

（お選びください）
地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は個
人との連絡及び調整を行う事業

（お選びください） 地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業

派遣労働者

うち保育士

直接雇用・派遣の別

直接雇用（有期）

うち保育士

専　従

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（

分まで
時 ）

開園時間終了後

（お選びください） （お選びください）

　　　　　　　　　 その他（

提供内容 （お選びください）

）

兼　務 兼　務

保育士 医師(嘱託医)

提供内容

人

人

年

年

専　従

主任保育士

専　従 兼　務

保健師又は看護師 調理員

兼　務 専　従 兼　務

㎡/人

教諭

専　従

非常勤

兼　務

人

直接雇用（無期）

うち保育士

専　従 兼　務

基準上の必要人数

平均経験年数

研修の実施状況
（受講者数）

平均勤続年数

非常勤

配　置
職員数

常　勤

常勤換算後の人数

基準上の必要人数 人 人 人

人 人

２･３号
認定

２号提供方法 （お選びください）

（お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（ ）

（お選びください）

提供日
１号
認定

実施有無 （お選びください）

アレルギー対応の有無

人

年

年

職　種

利 用 料

配　置
職員数

常　勤

常勤換算後の人数 人

その他の職員

食事の
提供状況

過去3年間の
退職職員数

人/年
職員1人当たり

子ども数

専　従

年年

人

年

人

人

年

年 年

人

年 年

平均勤続年数 年 年

平均経験年数

職　種

施
設
設
備

設　備 敷地全体 園舎 乳児室
※ほふく室兼用含む

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

保育室 遊戯室

居室数／面積

１人当たりの面積 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人

設　備 園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　

設置場所 （

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人

時 分
開園時間開始前 分から

（ ～

特別支援教育・障害児保育 延長保育 一時預かり

（お選びください）
分

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理室 調理設備無

日 月 火 水 木 金 土

有 無

有 無



（ ）

( )

( )

（ ）

（ ）

その他の事業の
実施状況

（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

類型：

病児・病後児保育

（お選びください）

（お選びください）

相談、苦情等の
対応のための取組

秘密保持のための
措置

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

事故発生の防止及び
発生時の対応

そ　の　他

障がい児対応の有無 （お選びください）

1号選考基準 （お選びください）

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

添 付 書 類

（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し

（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

そ
の
他
の
運
営
情
報

教育・保育の
内容・特徴

自己評価の実施・
結果の公表状況

利用手続等利用者
に対する事前説明

（お選びください）

施設の運営方針

（１６）事故防止マニュアル

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

その他

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施

その他



付表４　認定こども園（地方裁量型）の確認に係る記載事項

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

～

～

～

月 日 ～ 月 日 （その他）

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

　　　　

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

（お選
びくだ
さい）

氏名・生年月日

就任年月日

免許・資格の種類

㎡/人

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積

施
設
設
備

㎡/人

設　備 園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

設置場所 （

㎡/人 ㎡/人 ㎡/人１人当たりの面積

保育室 遊戯室

居室数／面積

設　備 敷地全体 園舎 乳児室
※ほふく室兼用含む

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

学 級 編 制 学級 （別添２「職員体制一覧表及び学級編制表」を参照）

人 人人 人 人

　利　用　定　員

１号認定 ４歳以上児

３号認定 １・２歳児 ０歳児
２歳児 １歳児

人人 人 人 人

人 人

２号認定 ４歳以上児 ３歳児５歳児

人 人 人

４歳児

（春季休園日）

３歳児５歳児 ４歳児

（冬季休園日）

認 可 定 員
１号認定 ２号認定 ３号認定

人 人 人

休 園 日
（１号認定）

（夏季休園日）

日曜・祝日 時 分 時 分

土曜日 時 分 時 分

開 園 曜 日 １号認定 ２号・３号認定

開 園 時 間

１号
認定

平日 時

時 分

日曜・祝日 時 分 時

土曜日 時

認定年月日

認
定
こ
ど
も
園
の
長

氏　　名

フリガナ
生年月日 年 月

フ リ ガ ナ

施 設 名 称

施設の所在地
・ 連 絡 先

郵便番号

（ビルの名称等）

電話番号 FAX番号
E-mail

アドレス

（お選
びくだ
さい）

日

分 時 分

分

分

２・３号
認定

平日 時 分 時 分

平日 土曜日 日曜・祝日

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理室 調理設備

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

無

平日 土曜日 日曜・祝日



常　勤

非常勤

常　勤 人 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人 人 人 人 人

人

人

人

人

人 人

）

時

時

（ ）

職
員
の
状
況

人

（お選びください）
地域の子ども及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設する等により、当該子どもの養育に関する各般の問題
につき、その保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
地域の家庭において、当該家庭の子どもの養育に関する各般の問題につき、その保護者からの相談に応じ、必要な
情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（お選びください）
保護者の疾病その他の理由により、家庭において保育されることが一時的に困難となった地域の子どもにつき、認
定こども園又はその居宅において保護を行う事業

２･３号
認定

１号
認定

認定こども園として
実施する

子育て支援事業

（該当するものに○をつけ
てください。）

年

食事の
提供状況

医師(嘱託医) 保健師又は看護師

２号提供方法

提供内容

実施有無

（お選びください） 地域の子どもの養育に関する援助を行う民間の団体又は個人に対する必要な情報の提供及び助言を行う事業

専　従 兼　務 専　従

人

人

人

人

年

年

そ　の　他

（お選びください）

病児・病後児保育

類型：

提供内容

（お選びください）

（お選びください） アレルギー対応の有無

（お選びください）

（お選びください）障がい児対応の有無

兼　務

年

人

年 年

延長保育 一時預かり

（お選びください） （お選びください）

開園時間開始前 分から
）

（お選びください）

（お選びください）

時 分
開園時間終了後 分まで

（ 時 分 ～

（お選びください）
地域の子どもの養育に関する援助を受けることを希望する保護者と当該援助を行うことを希望する民間の団体又は
個人との連絡及び調整を行う事業

うち保育士

派遣労働者

人

人

年

人 人

人

直接雇用（無期）

直接雇用・派遣の別

直接雇用（有期）

うち保育士

人

その他の職員

専　従 兼　務

人

保育従事者
(両免(幼･保)保有者)

保育従事者
（幼稚園教諭免許のみ）

提供日 　　　　　　　　　 その他（

人

職員1人当たり
子ども数

過去3年間の
退職職員数

平均経験年数

（お選びください） アレルギー対応の有無

（お選びください）

年年

人/年

うち保育士

その他の事業の
実施状況

特別支援教育・障害児保育

平均勤続年数

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（ ）

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（ ）

職　種

年平均経験年数

研修の実施状況
（受講者数）

人

人

年

人

基準上の必要人数

常勤換算後の人数 人

職　種

専　従 兼　務専　従 兼　務 専　従 兼　務

保育従事者
（保育士資格のみ）

配　置
職員数

人

年

人

平均勤続年数

人

基準上の必要人数

常勤換算後の人数

人 人

配　置
職員数

人

日 月 火 水 木 金 土

有 無

有 無

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）



( )

( )

（ ）

（ ）

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

（１６）事故防止マニュアル

利用手続等利用者に
対する事前説明 （お選びください）（お選びください）

（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

そ
の
他
の
運
営
情
報

そ
の
他
の
運
営
情
報

（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの

（お選びください）

自己評価の実施・
結果の公表状況

事故発生の防止及び
発生時の対応

施設の運営方針

教育・保育の
内容・特徴

1号選考基準

（お選びください）

公認会計士等による
監査の実施状況

相談、苦情等の
対応のための取組

秘密保持のための
措置

（お選びください）

（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

添 付 書 類

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し

（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

第三者評価の実施・
結果の公表状況

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施

その他

その他



付表５　幼稚園の確認に係る記載事項

（ ー ）

ー ー ー ー

年 月 日

( ）

月 日

～

～

～

月 日 ～ 月 日 （その他）

月 日 ～ 月 日

月 日 ～ 月 日

　　　　

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

認 可 定 員 　

職
員
の
状
況

平日

土曜日

日曜・祝日

設　備

学 級 編 制 学級 （別添２「職員体制一覧表及び学級編制表」を参照）

施
設
設
備

設　備

居室数／面積

１号認定

設置場所 （

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人

㎡/人 ㎡/人１人当たりの面積

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　

利 用 定 員
１号認定 ４歳以上児 ３歳児５歳児 ４歳児

人 人 人 人

休 園 日

（夏季休園日）

（冬季休園日）

（春季休園日）

開 園 時 間

時 分 時

時 分 時

時 分 時

氏名・
生年月日

就任年月日

免許・資格の種類

園
長

開 園 曜 日

年

生年月日

認可年月日

年

職　種
副園長 教頭

基準上の必要人数

配　置
職員数

常　勤

人

人

年

年 年

フリガナ

施設名称

E-mail
アドレス

施設の所在地
・ 連 絡 先

郵便番号

（ビルの名称等）

電話番号 FAX番号

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

人

年 年

フリガナ

氏　　名

分

兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務

分

分

遊戯室

人

指導教諭

人

主幹教諭

専　従

敷地全体 園舎

園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

保育室

教諭

専　従 兼　務 専　従 兼　務

人

人

年平均経験年数

常勤換算後の人数

非常勤

平均勤続年数

年

人

人

年 年

人

人

人

年

月 日

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理室 調理設備無

平日 土曜 日曜・祝日



人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人

人

人

人

人 人

）

時

時

（ ）

職
員
の
状
況

年

年

分から
（

類型：

）
開園時間終了後 分まで

分
開園時間開始前

そ　の　他

障がい児対応の有無 （お選びください）

その他の事業の
実施状況

特別支援教育・障害児保育

時

病児・病後児保育

（お選びください）

時分 ～

研修の実施状況
（受講者数）

直接雇用・派遣の別

人/年
職員1人当たり

子ども数
過去3年間の
退職職員数

平均勤続年数

平均経験年数

常勤換算後の人数

基準上の必要人数

配　置
職員数

常　勤

非常勤

兼　務

人

講師

専　従

養護助教諭

人 人

専　従

栄養教諭養護教諭

人人

専　従

学校薬剤師

年

人

うち教諭

人

専　従 兼　務兼　務

人

兼　務専　従 兼　務

専　従 兼　務
職　種

年

常勤換算後の人数

常　勤

平均勤続年数 年

専　従 兼　務 専　従 兼　務

基準上の必要人数

配　置
職員数 非常勤

職　種
学校医

常勤換算後の人数

平均勤続年数 年

職　種

基準上の必要人数

平均経験年数

人

年

助教諭

人

人

年

人

人

年

年

配　置
職員数

常　勤

非常勤

専　従 兼　務

人

人

年

人

年

専　従 兼　務 専　従 兼　務

年年 年

うち教諭

保健師又は看護師 事務職員学校歯科医

兼　務

人

人

年

年

直接雇用（無期）

直接雇用（有期）

年

その他職員

専　従

（お選びください）

（お選びください） （お選びください）

　　　　　　　　　 その他（

人

年

）

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（

年

人

人

利 用 料

）

食事の
提供状況

１号
認定

実施有無 （お選びください）

提供日

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（

平均経験年数

教育補助職員

一時預かり（在園児） 一時預かり（地域の子ども）

人

人

年

年年年

人

うち教諭

派遣労働者

日 月 火 水 木 金 土

有 無

有 無

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）



( )

( )

（ ）

（ ）

そ
の
他
の
運
営
情
報

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し

（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（１６）事故防止マニュアル

（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

事故発生の防止及び
発生時の対応

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

学校関係者評価の実
施・結果の公表状況 （お選びください）

相談、苦情等の
対応のための取組

秘密保持のための
措置

添 付 書 類

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

（お選びください）
利用手続等利用者に

対する事前説明 （お選びください）1号選考基準

教育・保育の
内容・特徴

施設の運営方針

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施

その他

その他



付表６　保育所の確認に係る記載事項

－ ）

月 日

( ）

月 日

～

～

～

人 人

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

専　従

常　勤

平均経験年数

非常勤

設　備

職
員
の
状
況

配　置
職員数

常勤換算後の人数

基準上の必要人数

全体の面積 満２歳以上児１人当たり面積

職　種

設置状況 　

施
設
設
備

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

専　従 兼　務

１人当たりの面積

設　備

面　　　積

（設置場所

居室数／面積

㎡/人

㎡/人

園　庭　・　運　動　場　・　屋　外　遊　戯　場

フ リ ガ ナ

施 設 名 称

E-mail
アドレス

（郵便番号

（ビルの名称等）

電話番号

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）施設の所在地

・ 連 絡 先

FAX番号

遊戯室

人人

分分 時

分時

時

認 可 定 員
２号認定 ３号認定

フリガナ

４歳以上児

開 所 曜 日

土曜日

平日

日曜・祝日

氏　　名

５歳児

年認可年月日

年

免許・資格の種類

施
設
長

氏名・
生年月日

就任年月日

３号認定 １・２歳児 ０歳児２歳児 １歳児

　利　用　定　員

時

人 人

開 所 時 間

人

分

時

分

４歳児
２号認定 ３歳児

　 　

時 分

人 人

㎡

敷地全体 園舎

専　従 兼　務

㎡/人

乳児室
※ほふく室兼用含む

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

人

人

調理員

兼　務

年

人 人 人

人

専　従 兼　務

㎡/人㎡/人

専　従 兼　務

主任保育士 保育士 医師(嘱託医) 保健師又は看護師

人

保育室

人 人

平均勤続年数 年 年 年

年年 年年

年

人 人

人

年

人

生年月日 年 月 日

平日 土曜 日曜・祝日

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理室 調理設備無

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他



人 人 人

人 人 うち保育士 人

人

うち保育士 人

人

うち保育士 人

人 人

時

時

）

（ ）

( )

( )

（ ）

（ ）

人

基準上の必要人数 人

年

平均経験年数 年

常勤換算後の人数

職　種
その他の職員

専　従 兼　務

配　置
職員数

常　勤

非常勤

そ
の
他
の
運
営
情
報

平均勤続年数

類型：

開所時間開始前 分から
（

人/年
職員1人当たり

子ども数
過去3年間の
退職職員数

研修の実施状況
（受講者数）

（お選びください）

職
員
の
状
況

障害児対応の有無 （お選びください）

２号提供方法

実費徴収の
有（内容・金額）・無

その他

時その他の事業
の

実 施 状 況

特別支援教育・障害児保育 延長保育

分 ～

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

時 分

病児・病後児保育

（お選びください）

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

２･３号
認定

一時預かり

利 用 料

（お選びください）

給食の
実施状況

（お選びください）

（お選びください）

）
開所時間終了後 分まで

（ ）

直接雇用・派遣の別

直接雇用（有期）

直接雇用（無期）

派遣労働者

（ ）

（お選びください）

（お選びください）

施設の運営方針

教育・保育の
内容・特徴

利用手続等利用者
に対する事前説明

事故発生の防止及び
発生時の対応

自己評価の実施・
結果の公表状況

第三者評価の実施・
結果の公表状況

（お選びください）

秘密保持のための
措置

相談、苦情等の
対応のための取組

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施 その他

有 無

有 無

その他

その他



（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）施設の運営方針を示すもの（園則等）

（１５）教育・保育の内容・特徴を示すもの（教育課程、保育課程等）

（１６）事故防止マニュアル

（１７）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

添 付 書 類

（ １ ）設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し

（ ３ ）施設の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）園長・施設長・認定こども園の長の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第３３条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１８）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの



（別添１） 

園長・施設長・認定こども園の長の経歴書 

年  月  日現在 

フリガナ  

年齢 歳 
氏名  

現住所  生年月日 年  月  日 

現職  
法人との 

関係 
 

職歴等 

期間 勤務先等 勤務内容 

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

最終学歴  

公職歴（社会福祉、幼児教育、地域活動） 

期間 公職等 

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

資格等（社会福祉、幼児教育） 

資格の種類 資格取得年月 資格番号等 

 年  月  

 年  月  

 年  月  



（別添２） 

職員体制一覧表及び学級編制表 

１ 職員体制一覧表                        年  月  日時点 

 職名 氏名 年齢 資格の種類 
常勤・ 
その他の 

別 

勤務 
時間 
（月） 

勤続 
年数 

経験 
年数 

1         

2         

3         

4         

5         

6         

7         

8         

9         

10         

11         

12         

13         

14         

15         

16         

17         

18         

19         

20         

※委託や派遣による職員も記入し、職名は「調理員（委託）」等と記入すること。 

※学校医（嘱託医）・学校歯科医（嘱託歯科医）・学校薬剤師についても記入し、学校医の職名は「学校医（内科）」等と記入す

ること。 

※「勤続年数」は当該施設における勤務年数を記入し、「経験年数」は保育所・幼稚園・認定こども園等における全ての勤務年

数の合計を記入すること。 

 

２ 学級編制表（認定こども園及び幼稚園のみ記入） 

 学級名 
子どもの年齢 
（3 歳児以上） 

利用定員 学級担任氏名 

1   人  

2   人  

3   人  

4   人  

5   人  

6   人  

計   人  

  



（別添３） 

 

子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に

該当しない旨の誓約書 

年  月  日 

豊中市長 様 

設 置 者  所 在 地   

  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 

 子ども・子育て支援法第４０条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約

いたします。 

 

子ども・子育て支援法第４０条第２項 

前項の規定により第２７条第１項の確認を取り消された教育・保育施設の設置者（政令で定める者を除

く。）及びこれに準ずる者として政令で定める者は、その取消しの日又はこれに準ずる日として政令で定

める日から起算して５年を経過するまでの間は、第３１条第１項の申請をすることができない。 

 

子ども・子育て支援法第４０条第１項 

市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該特定教育・保育施設に係る第２７条

第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

１ 特定教育・保育施設の設置者が、第３３条第６項の規定に違反したと認められるとき。 

２ 特定教育・保育施設の設置者が、教育・保育施設の認可基準に従って施設型給付費の支給に係る施設

として適正な教育・保育施設の運営をすることができなくなったと当該特定教育・保育施設に係る教育・

保育施設の認可等を行った都道府県知事（指定都市等所在認定こども園については当該指定都市等の長

とし、指定都市等所在保育所については当該指定都市等又は児童相談所設置市の長とする。）が認めた

とき。 

３ 特定教育・保育施設の設置者が、第３４条第２項の市町村の条例で定める特定教育・保育施設の運営

に関する基準に従って施設型給付費の支給に係る施設として適正な特定教育・保育施設の運営をするこ

とができなくなったとき。 

４ 施設型給付費又は特例施設型給付費の請求に関し不正があったとき。 

５ 特定教育・保育施設の設置者が、第３８条第１項の規定により報告若しくは帳簿書類その他の物件の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

６ 特定教育・保育施設の設置者又はその職員が、第３８条第１項の規定により出頭を求められてこれに

応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検

査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該特定教育・保育施設の職員がその行為をした場

合において、その行為を防止するため、当該特定教育・保育施設の設置者が相当の注意及び監督を尽く

したときを除く。 

７ 特定教育・保育施設の設置者が、不正の手段により第２７条第１項の確認を受けたとき。 

８ 前各号に掲げる場合のほか、特定教育・保育施設の設置者が、この法律その他国民の福祉若しくは学

校教育に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

９ 前各号に掲げる場合のほか、特定教育・保育施設の設置者が、教育・保育に関し不正又は著しく不当

な行為をしたとき。 

１０ 特定教育・保育施設の設置者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以

下同じ。）又はその長のうちに過去５年以内に教育・保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者が

あるとき。  



（別添４） 

役員一覧表 
年  月  日時点 

 職名 
ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 年齢 職業 住所 
氏名 

1  
 

年 月 日    
 

2  
 

年 月 日    
 

3  
 

年 月 日    
 

4  
 

年 月 日    
 

5  
 

年 月 日    
 

6  
 

年 月 日    
 

7  
 

年 月 日    
 

8  
 

年 月 日    
 

9  
 

年 月 日    
 

10  
 

年 月 日    
 

11  
 

年 月 日    
 

12  
 

年 月 日    
 

13  
 

年 月 日    
 

14  
 

年 月 日    
 

15  
 

年 月 日    
 

16  
 

年 月 日    
 

17  
 

年 月 日    
 

18  
 

年 月 日    
 

19  
 

年 月 日    
 

20  
 

年 月 日    
 



様式第 2号（第 2条、第 3条、第 7条、第 8条関係）  

豊   第     号 

  年（   年）  月  日 

 

 

               様 

 

                    豊中市長          印 

 

 

特定教育・保育施設 

          確認（確認変更）決定通知書 

特定地域型保育事業 

 

 

年  月  日付けで確認（確認変更）申請のあった施設・事業所につい

て、下記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

施設・事業所名称 
 

 

施設・事業所所在地 
 

施設・事業所の区分 
 

 

利用 

定員 

１号定員 
３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

人 人 人 人 

２号定員 
３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

人 人 人 人 

３号定員 
０歳児 １歳児 ２歳児 合計 

人 人 人 人 

備考 

 

 



様式第 3号（第 2条、第 3条、第 7条、第 8条関係）  

豊   第     号 

  年（   年）  月  日 

 

 

               様 

 

                    豊中市長          印 

 

 

特定教育・保育施設 

         確認（確認変更）申請却下通知書 

特定地域型保育事業 

 

 

年  月  日付けで確認（確認変更）申請のあった施設・事業所につい

て、下記のとおり申請を却下しましたので通知します。 

記 

施設・事業所名称 
 

 

施設・事業所所在地 
 

施設・事業所の区分 
 

 

利用 

定員 

１号定員 
３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

人 人 人 人 

２号定員 
３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

人 人 人 人 

３号定員 
０歳児 １歳児 ２歳児 合計 

人 人 人 人 

備考 

 

この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の定めるところにより、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内に豊中市長に対して不服申立てをすることができます。 

 また、この決定については、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長とな

ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、上記の不服申立てをした場合には、当該不服申立

てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。 



様式第4号（第3条、第8条関係） 

 

特定教育・保育施設 

特定地域型保育事業 
  確認変更申請書 

年  月  日   

豊中市長 様 

  所 在 地   

申 請 者  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 確認を受けた施設・事業所について（ 利用定員を増加 ・ 利用定員の内訳を変更 ）したいので、

下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

記 

施 設 (事 業 所 ) 種類   名称   

施 設 （事 業 所 ）の

所 在 地 ・ 連 絡 先 

（郵便番号    －     ） 

電話番号   FAX番号   

 E-mail
アドレス 

  

設置法人等代表者 

職名  氏名  

住所  

生年月日      年    月     日 

現 在 の  

利 用 定 員 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  

変 更 後 の  

利 用 定 員 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  

現に利用 してい

る者の数 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  
学 級 編 制 

（3歳児以上） 

 

      学級  ※幼稚園・認定こども園のみ記入 



施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 
※ほふく室兼用含む 

ほふく室 
※乳児室と兼用でないとき 

保育室 遊戯室 

居室数／面積 m2 m2 室／   m2 室／   m2 室／   m2 室／   m2 

1人当たりの面積     m2／人 m2／人 m2／人 m2／人 

設 備 園 庭(運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場) 

設置場所 □敷地内   □隣接地   □代替地 （ □公園  □広場  □寺社境内  □その他 ） 

面 積 全体の面積 m2 
満2歳以上児1人当たり

面積 
m2／人 

設 備 調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況 □無              □調理室              □調理設備 

利 用 定 員 を増 加・内訳

の変更しようする年月日 
年     月    日 

利 用 定 員 を増 加・内訳

の変更しようとする理由 
  

添 付 書 類 
（1）施設の平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの） 

（2）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２） 

 



様式第5号（第3条、第8条関係） 

 

特定教育・保育施設 

特定地域型保育事業 
  利用定員減少等届出書 

年  月  日   

豊中市長 様 

  所 在 地   

申 請 者  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 確認を受けた施設・事業所について（ 利用定員を減少 ・ 利用定員の内訳を変更 ）したいので、

下記のとおり、関係書類を添えて届け出ます。 

記 

施 設 (事 業 所 ) 種類  名称  

施 設 （事 業 所 ）の

所 在 地 ・ 連 絡 先 

（郵便番号    －     ） 

電話番号  FAX番号  

 E-mail
アドレス 

 

設置法人等代表者 

職名  氏名  

住所  

生年月日      年    月     日 

現 在 の  

利 用 定 員 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  

変 更 後 の  

利 用 定 員 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  

現に利用 してい

る者の数 

1号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

2号認定   
4歳以上児   3歳児 5歳児 4歳児 

人  人  人  人  人  

3号認定   
1・2歳児   0歳児 2歳児 1歳児 

人  人  人  人  人  

学 級 編 制 

（3歳児以上） 
      学級  ※幼稚園・認定こども園のみ記入 



施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 
※ほふく室兼用含む 

ほふく室 
※乳児室と兼用でないとき 

保育室 遊戯室 

居室数／面積 m2 m2 室／   m2 室／   m2 室／   m2 室／   m2 

1人当たりの面積   m2／人 m2／人 m2／人 m2／人 

設 備 園 庭(運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場) 

設置場所 □敷地内   □隣接地   □代替地 （ □公園  □広場  □寺社境内  □その他 ） 

面 積 全体の面積 m2 
満2歳以上児1人当たり

面積 
m2／人 

設 備 調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況 □無              □調理室              □調理設備 

利 用 定 員 を減 少 ・内

訳の変更しようする年月日 
年     月    日 

利 用 定 員 を減 少 ・内

訳の変更しようとする理由 
 

現 に利 用 し て いる者

に 対 す る 措 置  
 

添 付 書 類 
（1）施設の平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの） 

（2）職員体制一覧表及び学級編制表（別添２） 
 



様式第 6号（第 4条、第 9条関係） 

 

特定教育・保育施設 

設置者住所等変更届出書 

特定地域型保育事業 

年  月  日 

豊中市長  様 

  所 在 地   

届 出 者  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 

 特定教育・保育施設の設置者の住所等の変更又は特定地域型保育事業者の名称等の変更について、

下記のとおり、関係書類を添えて届け出ます。 

 

記 

変更した 

施設（事業所） 

種類  名称  

所在地 
（郵便番号    －    ） 

 

電話番号  FAX番号  

 E-mail
アドレス  

変更があった事項 変更の内容 

１ 施設（事業所）の名称 (変更前) (変更後) 

２ 施設（事業所）の設置の場所（所在地） 

３ 設置者の名称 

４ 設置者の主たる事務所の所在地 

５ 代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

６ 
定款・寄付行為等及びその登記事項証明証又は条例等

（当該確認に係る事業に関するものに限る。） 

７ 

各室の用途を明示した建物の構造概要及び図面（特定

地域型保育事業者にあっては事業所の平面図）並びに

設備の概要 

８ 施設（事業所）の管理者の氏名、生年月日及び住所 

９ 運営規程 

10 

施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する

事項（特定地域型保育事業者にあっては地域型保育給

付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する事項） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所 

12 特定地域型保育事業者にあっては連携施設の名称 

変更年月日 年   月   日 

備考 １ 該当項目番号に○を付けてください。 

   ２ 変更の内容が分かる書類を添付してください。 

３ 役員又はその他の長の変更の場合は、（別添３）子ども・子育て支援法第４０条第２項に該当しないこ

との誓約書（特定教育・保育施設）又は（別添３）子ども・子育て支援法第５２条第２項に該当しない

ことの誓約書（特定地域型保育事業）を添付してください。 



様式第 7 号（第 5 条、第 10 条関係） 

 

 

特定教育・保育施設 

                    確認辞退届 

特定地域型保育事業 

 

年  月  日 

 

豊中市長 様 

 

  所 在 地   

申 請 者  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 

 

     年  月  日付けで受けた確認を辞退しますので、下記のとおり、

届け出ます。 

 

記 

 

施設（事業所） 種類 
 

名称 
 

施設（事業所）の

所在地・連絡先 

（郵便番号    －    ） 

電話番号 
 

FAX 番号  

E-mail  

アドレス 
 

確認を辞退する 

理由 

 

確認辞退予定日 年      月      日 

現に利用している

者に対する措置 

 

 

 



様式第 8号（第 6条、第 11条関係） 

豊   第     号 

年（   年）  月  日 

 

               様 

 

 

                    豊中市長          印 

 

 

特定教育・保育施設 

        確認取消（効力停止）決定通知書 

特定地域型保育事業 

 

 

年  月  日付けで確認した施設・事業所について、下記のとおり確

認を取消し（一部・全部の効力の停止）することに決定しましたので通知します。 

 

記 

この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の定めるところにより、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内に豊中市長に対して不服申立てをすることができます。 

 また、この決定については、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長とな

ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、上記の不服申立てをした場合には、当該不服申立

てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

施設・事業所名称 
 

 

施設・事業所所在地 
 

施設・事業所の区分 
 

 

処分の内容 

□取消   □全部の効力停止   □一部の効力停止 

効力停止期間： 

効力停止内容： 

処分の理由 



様式第9号（第7条関係） 

特定地域型保育事業者 確認申請書 

 

年  月  日  

豊中市長 様 

  所 在 地   

申 請 者  法 人 名   

  代表者職・氏名   

  (法人以外にあっては住所及び氏名) 

 

子ども・子育て支援法に規定する特定地域型保育事業者に係る確認を受けたいので、下記のとおり、関係

書類を添えて申請します。 

記 

申

請

者 

フ リ ガ ナ  

名 称 ( 氏 名 )  

主たる事務所の

所在地・連絡先 

（郵便番号    ―     ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

E-mail アドレス  

法人等の種別  法 人 所 轄 庁  

代 表 者 の

職 名 ・ 氏 名 
職
名 

 フリガナ  

氏 名 
 

代表者生年月日 年  月  日 代表就任年月日 年  月  日 

代 表 者 の

住 所 ・ 連 絡 先 

（郵便番号    ―     ） 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

事業開始(予定)年月日 年     月     日 

施 設 の 種 類 

種 類 添付様式 

 □ 小規模保育事業 付表1 

 □ 家庭的保育事業 付表2 

 □ 居宅訪問型保育事業 付表3 

 □ 事業所内保育事業 付表4 
 



付表１　小規模保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項

－ ）

ー ー ー ー

（ ）

（ )

－ ）

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

（ 年 ）

（お選
びくだ
さい）

（ビルの名称等）

小規模保育事
業の事業類型

フ リ ガ ナ

事 業 所 名 称

（ビルの名称等）

電話番号 FAX番号

月 日

E-mail
アドレス

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地

名　称

設置者名

施設の類型

事 業 所 所 在
地 ・ 連 絡 先

（郵便番号
（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

連携内容

　

所在地

（郵便番号
（お選
びくだ
さい）

認可年月日

免許・資格の種類

管
理
者

氏名・
生年月日

フリガナ

氏　　名

就任年月日

生年月日 年

開 所 曜 日

開 所 時 間

平日 時 分 時 分

土曜日 時 分 時 分

日曜・祝日 時 分 時 分

認 可 定 員 ３号認定 人

　利　用　定　員
３号認定 １・２歳児

人

０歳児２歳児 １歳児

人 人 人

Ａ
型
・
Ｂ
型

施
設
設
備

設　備 敷地全体 建　物 乳児室
※ほふく室兼用含む

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

人

保育室 遊戯室

居室数／面積

㎡/人 ㎡/人 ㎡/人

設　備 屋　外　遊　戯　場

１人当たりの面積 ㎡/人

設置場所 （

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　 月に設置予定

平日 土曜 日曜・祝日

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理設備 無調理室

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

A型 B型 C型

認定こども園 幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

幼稚園 保育所 その他

食事の提供に関する支援 嘱託医による健康診断等に関する支援

屋外遊戯場の利用に関する支援 合同保育に関する支援

後方支援 行事への参加に関する支援

卒園後の受け皿としての支援



人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 うち保育士 人

人

うち保育士 人

人

うち保育士 人

人 人

㎡

)

（ 年 ）

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 うち保育士 人

人

うち保育士 人

人

うち保育士 人

Ａ
型
・
Ｂ
型

職
員
の
状
況

職　種

保育従事者
(保育士資格有り)

保育従事者
（保育士資格無し）

調理員

専　従 兼　務 専　従 兼　務

人 人 人

専　従 兼　務

配  置
職員数

常　勤 人 人 人

人

常勤換算後の人数 人 人 人

人 人 人非常勤 人 人

人

平均勤続年数 年 年 年

基準上の必要人数 人 人

年

職　種
医師(嘱託医) 保健師又は看護師 その他の職員

直接雇用・派遣の別

専　従 兼　務 専　従 兼　務

平均経験年数 年 年

専　従 兼　務

配  置
職員数

常　勤 直接雇用（有期）

非常勤

人 直接雇用（無期）

基準上の必要人数 人 人 人

常勤換算後の人数 人 人

平均勤続年数 年 年 年 派遣労働者

年

研修の実施状況
（受講者数） 人/年

職員1人当たり
子ども数

過去3年間の
退職職員数

平均経験年数 年 年

Ｃ
型

施
設
設
備

設　備 敷地全体 建　物 乳幼児の保育を行う部屋

居室数／面積 ㎡

設　備 屋　外　遊　戯　場

設置場所 （

㎡ 室／ 

１人当たりの面積 ㎡/人

㎡/人

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　 月に設置予定

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積

職
員
の
状
況

職　種

家庭的保育者
（保育士資格有

り）

家庭的保育者
（保育士資格無

し）
家庭的保育補助者 調理員

配  置
職員数

常　勤

非常勤

常勤換算後の人数

基準上の必要人数 人 人 人 人

平均勤続年数 年 年 年

直接雇用・派遣の別

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従

年

平均経験年数 年 年 年 年

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従

兼　務

兼　務

人 人 人 人

配  置
職員数

常　勤

職　種
医師(嘱託医) 保健師又は看護師 その他の職員

直接雇用（有期）

非常勤

人 直接雇用（無期）

基準上の必要人数 人 人 人

常勤換算後の人数 人 人

平均勤続年数 年 年 年 派遣労働者

年平均経験年数 年 年

無

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理設備 無調理室



人 人

時

時

）

（ ）

( )

( )

（ ）

（ ）

Ｃ
型

職
員
の
状
況

研修の実施状況
（受講者数） 人/年

職員1人当たり
子ども数

過去3年間の
退職職員数

給食の実施状況
提供方法 （お選びください）

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（ ）

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（ ）

その他の事業
の

実 施 状 況

特別支援教育・障害児保育 延長保育 一時預かり

（お選びください）

（お選びください） （お選びください）

開所時間開始前 分から
（

病児・病後児保育

（お選びください） 類型：

その他

時 分 ）
開所時間終了後 分まで

時 分 ～

事故発生の防止及び
発生時の対応

相談、苦情等の
対応のための取組

障害児対応の有無 （お選びください）

そ
の
他
の
運
営
情
報

事業所の
運営方針

保育の
内容・特徴

利用手続等利用者
に対する事前説明 （お選びください）

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

秘密保持のための
措置

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

（１６）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１７）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（１０）当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）事業所の運営方針及び保育の内容・特徴を示すもの

（１５）事故防止マニュアル

添 付 書 類

（ １ ）申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）地域型保育事業の認可証等の写し

（ ３ ）事業所の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）事業所の管理者の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第４５条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

有 無

有 無

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施 その他

その他

その他



付表２　家庭的保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項

－ ）

ー ー ー ー

（ ）

（ )

－ ）

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

㎡

)

（ 年 ）

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

（ビルの名称等）

フ リ ガ ナ

事 業 所 名 称

事 業 所 所 在
地 ・ 連 絡 先

（郵便番号

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地

名　称

設置者名

施設の類型

電話番号 FAX番号

所在地

（郵便番号

E-mail
アドレス

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

（ビルの名称等）

　

就任年月日

連携内容

氏名・
生年月日

フリガナ

氏　　名
生年月日

免許・資格の種類

認可年月日

管
理
者

年 月 日

開 所 曜 日

開 所 時 間

平日 時 分 時 分

土曜日 時 分 時 分

日曜・祝日 時 分 時 分

認 可 定 員 ３号認定 人

　利　用　定　員
３号認定 １・２歳児 ０歳児２歳児 １歳児

人 人 人

施
設
設
備

設　備 敷地全体 建　物 乳幼児の保育を行う部屋

居室数／面積

人 人

１人当たりの面積 ㎡/人

設　備 屋　外　遊　戯　場

㎡ ㎡ 室／ 

設置場所 （

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　 月に設置予定

認定こども園 幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

幼稚園 保育所 その他

食事の提供に関する支援 嘱託医による健康診断等に関する支援

屋外遊戯場の利用に関する支援 合同保育に関する支援

後方支援 行事への参加に関する支援

卒園後の受け皿としての支援

平日 土曜 日曜・祝日

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理設備 無調理室



人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 うち保育士 人

人

うち保育士 人

人

うち保育士 人

人 人

時

時

（ ）

( )

( )

職
員
の
状
況

職　種

家庭的保育者
（保育士資格有

り）

家庭的保育者
（保育士資格無

し）
家庭的保育補助者 調理員

配　置
職員数

常　勤

非常勤

常勤換算後の人数

基準上の必要人数 人 人 人 人

平均勤続年数 年 年 年

直接雇用・派遣の別

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従

年

平均経験年数 年 年 年 年

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従

兼　務

兼　務

人 人 人 人

配　置
職員数

常　勤

職　種
医師(嘱託医) 保健師又は看護師 その他の職員

直接雇用（有期）

非常勤

人 直接雇用（無期）

基準上の必要人数 人 人 人

常勤換算後の人数 人 人

平均勤続年数 年 年 年 派遣労働者

年

研修の実施状況
（受講者数）

人/年
職員1人当たり

子ども数
過去3年間の
退職職員数

平均経験年数 年 年

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（ ）

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（ ）

給食の実施状況
提供方法 （お選びください）

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

その他の事業
の

実 施 状 況

特別支援教育・障害児保育 延長保育 一時預かり

（お選びください）

（お選びください） （お選びください）

開所時間開始前 分から
（

病児・病後児保育

（お選びください） 類型：

その他

障害児対応の有無 （お選びください）

そ
の
他
の
運
営
情
報

事業所の
運営方針

保育の
内容・特徴

利用手続等利用者
に対する事前説明 （お選びください）

時 分 ）
開所時間終了後 分まで

時 分 ～

事故発生の防止及び
発生時の対応

有 無

有 無

無

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施



（ ）

（ ）

（お選びください）

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

相談、苦情等の
対応のための取組

秘密保持のための
措置

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

添 付 書 類

（ １ ）申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）地域型保育事業の認可証等の写し

（ ３ ）事業所の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）事業所の管理者の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

そ
の
他
の
運
営
情
報

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）事業所の運営方針及び保育の内容・特徴を示すもの

（１５）事故防止マニュアル

（１６）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１７）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（ ７ ）職員体制一覧表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第４５条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（１０）当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

自己評価の実施・
結果の公表状況

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施 その他

その他

その他



付表３　居宅訪問型保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

－ ）

－ ）

－ － － －

（ ）

（ ） ・ ・

年 月 日

人 人

離島その他の地域であって、居宅訪問型保育事業以外の家庭的保育事業等の確保が困難であると市町村が認める
ものにおいて行う保育

提供する保育

※該当するものに○
をつけてください。

（お選びください） 障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる乳幼児に対する保育

（お選びください） 子ども・子育て支援法第３４条第５項又は第４６条第５項の規定による便宜の提供に対応するために行う保育

（お選びください） 児童福祉法第２４条第６項に規定する措置に対応するために行う保育

（お選びください）
母子家庭等の乳幼児の保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場合への対応等、保育の必要の程度及び家庭等の
状況を勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要性が高いと市町村が認める乳幼児に対する保育

（お選びください）

（ビルの名称等）

連携内容
（具体的に

記載）
（ ）

居宅訪問型保育
連携施設の名
称・所在地等

※(1)を選択さ
れた場合のみ記

載

名　称

設置者名

所在地

（郵便番号

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

（ビルの名称等）

電話番号 FAX番号

資　　格

直接雇用・派遣 直接雇用

認可年月日

管理者に関する情
報

フリガナ

氏　　名

住 所 ・
連 絡 先

（郵便番号

（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

配　置
職員数

常　勤 人 人
職
員
の
状
況

職　種

家庭的保育者
（保育士資格有り）

家庭的保育者
（保育士資格無し） 直接雇用・派遣の別

専　従 兼　務 専　従 兼　務

人
非常勤 人 人 人 人

人 人
直接雇用（有期）

人
基準上の必要人数 人 人

常勤換算後の人数 人 人
直接雇用（無期）

人
平均経験年数 年 年

平均勤続年数 年 年
派遣労働者

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（ ）

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

研修の実施状況
（受講者数）

人/年
職員1人当たり

子ども数
過去3年間の
退職職員数

（ ）

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

有期 無期 派遣 個人

有 無

有 無



( )

( )

（ ）

（ ）

そ
の
他
の
運
営
情
報

事業所の
運営方針

保育の
内容・特徴

利用手続等利用者
に対する事前説明 （お選びください）

事故発生の防止及び
発生時の対応

相談、苦情等の
対応のための取組

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

秘密保持のための
措置

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

（１０）子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１１）役員一覧表（別添４）

（１２）事業所の運営方針及び保育の内容・特徴を示すもの

（１３）事故防止マニュアル

（１４）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１５）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

添 付 書 類

（ １ ）申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）地域型保育事業の認可証等の写し

（ ３ ）事業所の管理者の経歴書（別添１）

（ ４ ）運営規程

（ ５ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ６ ）職員体制一覧表（別添２）

（ ７ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ８ ）子ども・子育て支援法第４５条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

（ ９ ）当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する事項を示すもの

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施 その他

その他

その他



付表４　事業所内保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項

－ ）

ー ー ー ー

ー ー ー ー

（ ）

（ )

－ ）

年 月 日

( ）

年 月 日

～

～

～

電話番号

生年月日 年

事業所内保育事
業 の事業類型

フ リ ガ ナ

事 業 所 名 称

（ビルの名称等）

電話番号 FAX番号

所在地

（郵便番号

E-mail
アドレス

主たる事業者

※事業者自らが設
置しない場合のみ

記載

事業者名

事業所名

事業所代表者
氏名

事 業 所 所 在
地 ・
連 絡 先

（郵便番号
（お選
びくだ
さい）

（お選
びくだ
さい）

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地

名　称

設置者名

施設の類型

FAX番号

（お選
びくだ
さい）

（ビルの名称等）

（お選
びくだ
さい）

連携内容

　

認可年月日

免許・資格の種類

管
理
者

氏名・
生年月日

フリガナ

氏　　名

就任年月日

月 日

開 所 曜 日

開 所 時 間

平日 時 分 時 分

土曜日 時 分 時 分

日曜・祝日 時

認 可 定 員
雇用する労働者の

就学前子ども

３号認定

地域の就学前子ど
も

３号認定

人 人

２号認定
※設定する場合のみ記載

人

分 時 分

人

２号認定
※設定する場合のみ記載

平日 土曜 日曜・祝日

保育士資格 幼稚園教諭免許 看護師免許無 その他

認定こども園 幼保連携型 幼稚園型 保育所型 地方裁量型

幼稚園 保育所 その他

食事の提供に関する支援 嘱託医による健康診断等に関する支援

屋外遊戯場の利用に関する支援 合同保育に関する支援

後方支援 行事への参加に関する支援

卒園後の受け皿としての支援

保育所型 小規模型



㎡ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡ 　 室／ ㎡

)

（ 年 ）

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 うち保育士 人

人

うち保育士 人

人

うち保育士 人

人 人

雇用す
る労働
者の就
学前子
ども

３号認定 １・２歳児 ０歳児２歳児 １歳児

人 人 人 人

２号認定
※設定する場合のみ記載 ４・５歳児 ３歳児５歳児 ４歳児

人

人 人人 人 人

人 人

３号認定 １・２歳児 ０歳児

施
設
設
備

設　備 敷地全体 建　物 乳児室
※ほふく室兼用含む

ほふく室
※乳児室と兼用でないとき

保育室 遊戯室

人

㎡/人

設　備 屋　外　遊　戯　場

設置場所 （

１人当たりの面積 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人

居室数／面積

㎡/人

設　備 調　理　室　・　調　理　設　備

設置状況 　 月に設置予定

面　　　積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積

職
員
の
状
況

職　種

保育従事者
(保育士資格有り)

保育従事者
（保育士資格無し）

調理員

専　従 兼　務 専　従 兼　務 専　従 兼　務

配　置
職員数

常　勤 人 人 人 人 人 人

非常勤 人 人 人

常勤換算後の人数 人 人 人

人 人 人

人

平均勤続年数 年 年 年

基準上の必要人数 人 人

年

職　種
医師(嘱託医) 保健師又は看護師 その他の職員

直接雇用・派遣の別

専　従 兼　務 専　従 兼　務

平均経験年数 年 年

専　従 兼　務

配　置
職員数

常　勤 直接雇用（有期）

非常勤

人 直接雇用（無期）

基準上の必要人数 人 人 人

常勤換算後の人数 人 人

平均勤続年数 年 年 年 派遣労働者

年

研修の実施状況
（受講者数）

人/年
職員1人当たり

子ども数
過去3年間の
退職職員数

平均経験年数 年 年

上乗せ徴収の
有(内容･理由･金額)・無

（ ）

利 用 料

実費徴収の
有（内容・金額）・無

（ ）

地域の
就学前
子ども

 利用定員

２号認定
※設定する場合のみ記載 ４・５歳児 ３歳児５歳児 ４歳児

人 人 人 人 人

２歳児 １歳児

人 人

敷地内 隣接地 代替地 公園 広場 寺社境内 その他

調理設備 無調理室

有 無

有 無



時

時

（ ）

( )

( )

（ ）

（ ）

給食の実施状況
提供方法 （お選びください）

提供内容 （お選びください） アレルギー対応の有無 （お選びください）

その他の事業
の

実 施 状 況

特別支援教育・障害児保育 延長保育 一時預かり

（お選びください）

（お選びください） （お選びください）

開所時間開始前 分から
（

病児・病後児保育

（お選びください） 類型：

その他

時 分 ）
開所時間終了後 分まで

時 分 ～

事故発生の防止及び
発生時の対応

相談、苦情等の
対応のための取組

障害児対応の有無 （お選びください）

そ
の
他
の
運
営
情
報

事業所の
運営方針

保育の
内容・特徴

利用手続等利用者
に対する事前説明 （お選びください）

第三者評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

公認会計士等による
監査の実施状況 （お選びください）

秘密保持のための
措置

自己評価の実施・
結果の公表状況 （お選びください）

（１６）個人情報保護に関する取扱いを示すもの

（１７）自己評価等の方法及び公表状況を示すもの

（１０）当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する事項を示すもの

（１１）子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しない旨の誓約書（別添３）

（１２）役員一覧表（別添４）

（１３）調理業務受託業者との契約書（外部委託、外部搬入の場合のみ）

（１４）事業所の運営方針及び保育の内容・特徴を示すもの

（１５）事故防止マニュアル

添 付 書 類

（ １ ）申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等

（ ２ ）地域型保育事業の認可証等の写し

（ ３ ）事業所の位置図及び平面図（各室の用途及び面積を明示しているもの）

（ ４ ）事業所の管理者の経歴書（別添１）

（ ５ ）運営規程

（ ６ ）利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

（ ７ ）職員体制一覧表（別添２）

（ ８ ）直近３年の決算書及び事業開始年度の予算書

（ ９ ）子ども・子育て支援法第４５条第２項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準

事故発生時の対応及び事故発生防止のための指針の整備 事故発生時の報告及び改善策を周知徹底する体制の整備

事故発生防止のための定期的な研修の実施

相談、苦情受付窓口の設置 相談、苦情内容の記録

相談、苦情に関する市町村実施事業への協力 改善結果の市町村への報告

秘密保持に係る規程の整備 秘密保持に係る研修の実施 その他

その他

その他

病児対応型 病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型）



（別添１） 

事業所の管理者の経歴書 

年  月  日現在 

フリガナ  

年齢 歳 
氏名  

現住所  生年月日 年  月  日 

現職  
法人との 

関係 
 

職歴等 

期間 勤務先等 勤務内容 

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

年  月 ～ 年  月   

最終学歴  

公職歴（社会福祉、幼児教育、地域活動） 

期   間 公 職 等 

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

年  月 ～ 年  月  

資格等（社会福祉、幼児教育） 

資格の種類 資格取得年月 資格番号等 

 年  月  

 年  月  

 年  月  



（別添２） 

職員体制一覧表 

年  月  日時点 

 職名 氏名 年齢 資格の種類 
常勤・ 
その他の 

別 

勤務 
時間 
（月） 

勤続 
年数 

経験 
年数 

1         

2         

3         

4         

5         

6         

7         

8         

9         

10         

11         

12         

13         

14         

15         

16         

17         

18         

19         

20         

※委託や派遣による職員も記入し、職名は「調理員（委託）」等と記入すること。 

※嘱託医・嘱託歯科医についても記入し、嘱託医の職名は「嘱託医（内科）」等と記入すること。 

※「勤続年数」は当該施設における勤務年数を記入し、「経験年数」は保育所・幼稚園・認定こども園等にお

ける全ての勤務年数の合計を記入すること。 

 

  



（別添３） 

 

子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に

該当しない旨の誓約書 

年  月  日 

豊中市長 様 

設 置 者  所 在 地   

  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 

 子ども・子育て支援法第５２条第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約

いたします。 

 

子ども・子育て支援法第５２条第２項 

前項の規定により第２９条第１項の確認を取り消された地域型保育事業を行う者（政令で定める者を除

く。）及びこれに準ずる者として政令で定める者は、その取消しの日又はこれに準ずる日として政令で定

める日から起算して５年を経過するまでの間は、第４３条第１項の申請をすることができない。 

 

子ども・子育て支援法第５２条第１項 

市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該特定地域型保育事業者に係る第２９

条第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止することができ

る。 

１ 特定地域型保育事業者が、第４５条第６項の規定に違反したと認められるとき。 

２ 特定地域型保育事業者が、地域型保育事業の認可基準に従って地域型保育給付費の支給に係る事業を

行う者として適正な地域型保育事業の運営をすることができなくなったとき。 

３ 特定地域型保育事業者が、第４６条第２項の市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運営に関す

る基準に従って地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として適正な特定地域型保育事業の運営

をすることができなくなったとき。 

４ 地域型保育給付費又は特例地域型保育給付費の請求に関し不正があったとき。 

５ 特定地域型保育事業者が、第５０条第１項の規定により報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若

しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

６ 特定地域型保育事業者又はその特定地域型保育事業所の職員が、第５０条第１項の規定により出頭を

求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同

項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該特定地域型保育事業所の職員

がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該特定地域型保育事業者が相当の注意及

び監督を尽くしたときを除く。 

７ 特定地域型保育事業者が、不正の手段により第２９条第１項の確認を受けたとき。 

８ 前各号に掲げる場合のほか、特定地域型保育事業者が、この法律その他国民の福祉に関する法律で政

令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

９ 前各号に掲げる場合のほか、特定地域型保育事業者が、保育に関し不正又は著しく不当な行為をした

とき。 

１０ 特定地域型保育事業者が法人である場合において、当該法人の役員又はその事業所を管理する者そ

の他の政令で定める使用人のうちに過去５年以内に保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者が

あるとき。 

１１ 特定地域型保育事業者が法人でない場合において、その管理者が過去５年以内に保育に関し不正又

は著しく不当な行為をした者であるとき。  



（別添４） 

役員一覧表 
年  月  日時点 

 職名 
ﾌﾘｶﾞﾅ 

生年月日 年齢 職業 住所 
氏名 

1  
 

年 月 日    
 

2  
 

年 月 日    
 

3  
 

年 月 日    
 

4  
 

年 月 日    
 

5  
 

年 月 日    
 

6  
 

年 月 日    
 

7  
 

年 月 日    
 

8  
 

年 月 日    
 

9  
 

年 月 日    
 

10  
 

年 月 日    
 

11  
 

年 月 日    
 

12  
 

年 月 日    
 

13  
 

年 月 日    
 

14  
 

年 月 日    
 

15  
 

年 月 日    
 

16  
 

年 月 日    
 

17  
 

年 月 日    
 

18  
 

年 月 日    
 

19  
 

年 月 日    
 

20  
 

年 月 日    
 



確認様式0（共通かがみ）（第12条関係）

　　年　　月　　日

豊中市長　様

１．申請者に関する事項

□ 法人

□ 国立大学法人 □ 公立大学法人 □ 学校法人 □ 社会福祉法人

□ 株式会社 □ ＮＰＯ法人 □ その他法人

□ 法人以外

□ 個人 □ 任意団体

〒　　　－　　　　

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

２．施設・事業に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設

□ 預かり保育事業（在園児を対象）

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象）

□ 病児保育事業

（添付書類）
１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等
２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧
３　法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

申 請 者

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

　　　　年　　　月　　　日

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

施設・事業
の

種 類

　　年　　月　　日

フリガナ

氏名代 表 者

住所
生年
月日

担当者 連絡先 電話番号

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

　子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けたいので、同法第５８条の２に基づき
以下のとおり関係書類を添えて申請します。

設 置 者 ・
事業者名※

設 置 主 体

法 人 名

代表者職・氏名

事業開始（予定）
年月日

所 在 地

職名



確認様式１（特定教育・保育施設以外の新設の認定こども園、幼稚園、特別支援学校幼稚部）

（別紙１　特定教育・保育施設以外の認定こども園、幼稚園、特別支援学校幼稚部）

１．施設に関する事項

□ 認定こども園（子ども・子育て支援法第７条第10項第１号に規定する施設）

□ 幼保連携型 □ 幼稚園型 □ 保育所型 □ 地方裁量型

□ 幼稚園（子ども・子育て支援法第７条第10項第２号に規定する施設）

□ 特別支援学校（子ども・子育て支援法第７条第10項第３号に規定する施設）

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　（１）開園（開校）曜日（開園・開校している曜日すべてにレ点を入れてください。）

□ 日曜日 □ 月曜日 □ 火曜日 □ 水曜日 □ 木曜日 □ 金曜日 □ 土曜日

　（２）開園（開校）時間

～

～

～
※２４時間標記で記入してください。

　（３）認可定員等

学級

　（４）利用料金等

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ 日曜日 □ 月曜日 □ 火曜日 □ 水曜日 □ 木曜日 □ 金曜日 □ 土曜日

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提供
方法 □ 自園調理 □ 外部搬入 □ その他（　　　　　　　　　　）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

0円 

その他 （ ） 0円 

食
事
の
提
供
の
有
無

提
供
日

食
事
代

１食当たり 0円 月当たり

保育料

入園料

その他 （ ）

認 可 定 員 学 級 編 制

年額 月額 半期 その他

土 曜 日

日 曜 日

曜 日 開 園 ・ 開 校 時 間 ※

平 日

施設の種類

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

施 設 の
管 理 者

職名
フリガナ

年　　月　　日

氏名

住所
生年
月日



　（５）職員配置の状況

※1　特別支援学校の場合、幼稚部担当に限らず、学校全体の職員数を記載してください。

※2　園長、保育教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭・講師を含めてください。

※3　有期雇用職員を含めて記載してください。

※4　実雇用(任用)人数を記載してください。（常勤換算は不要。）

（添付書類）

２　園則（学則）
３　職員体制一覧（職員の勤務の体制及び勤務形態）

１　学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し（国立大学法人立は不要）

その他（　　　　　　　　　　）

合 計

職
種
別
の
内
訳

教員(※2)

事務職員

その他（　　　　　　　　　　）

寄宿舎指導員

職員数(※1) 常勤(※3) 非常勤(※4) 合計



確認様式２（認可外保育施設）

（別紙２　認可外保育施設）

１．届出等に関する事項

認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の交付の有無 □ 有 □ 無

認可外保育施設指導監督基準を満たす予定の年月日※

※認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が交付されていない施設のみ記入してください

２．施設に関する事項

□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設以外

□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設

〒　　　－　　　　

３．運営に関する事項

　（１）開所時間・保育提供可能時間

～ ～

～ ～

～ ～
※２４時間表記で記入してください。

　（２）提供するサービス内容

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月
※１歳未満児の場合のみ、月齢まで記入してください。

その他 （　　　　　　　　　　　）

夜間保育

24時間保育

定期利用

一時預かり

提供するサービス種別 対象年齢※

月極契約

日・祝祭日

土 曜 日

平 日

通常開所時間/通常保育提供可能時間 時間外開所時間/時間外保育提供可能時間 備考

管 理 者
職名

フリガナ

氏名

住所
生年
月日

年　　月　　日

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

児童福祉法第５９条の２第１項の規定による届出を行った年月日 　　　　年　　月　　日

事業開始（予定）年月日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

施設の種類



　（３）利用料金等

　（４）入所定員

※個人が行う居宅訪問事業（いわゆるベビーシッター）の場合は記入不要

　（５）職員の配置

①施設長 □ 常勤 □ 非常勤

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[保育業務への従事] □ 従事する（資格欄にも記入してください） □ 従事しない

□ 保育士 □ 看護師 □ 准看護師 □ その他 （　　　　　　　　）

②保育従事者

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

③その他の職員

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

合計

その他 （ ）

その他 （ ）

調理員

その他 （ ）

職 種 常勤 非常勤 合計

常 勤 非常勤 総 数

その他 （ ）

合計

准看護師

家庭的保育者

保育士

看護師

職 種 常勤 非常勤 合計

[資格]

常 勤 非常勤 総 数

合計０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

※歳児により料金が異なる場合
は、料金がわかるものを別途添
付して下さい。

食事代 通 園 送 迎 費 （ ） （ ）

保育料
以外の利用料

総額
入 会 金 キャンセル料 日用品費・文房具費 行 事 参 加 費

５ 歳 児

４ 歳 児

３ 歳 児

２ 歳 児

１ 歳 児

０ 歳 児

保育料

月極額 定期契約 一時預かり 夜間保育 ２４時間保育



④合計（①＋②＋③）

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

　（６）職員の研修受講状況

うち、研修受講の有無

□ 参加（研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

　

□ 無

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

　  （研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

　  （研修名等：　　年　　月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

１　児童福祉法第５９条の２の規定により届け出た認可外保育施設設置届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

３　認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（見込み）状況を説明
　する書類

４　職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し等の研修を受講したことや参加したことが分かる書類

　居宅訪問型保育研修（基礎研修）　　   　 　 人

　子育て支援員研修（地域保育コース）　　　   人

　子育て支援員研修（上記以外）　　　　　　 　人

　家庭的保育者等研修　　　　　　　　　 　　　人

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　 人

②職員の研修等の参加状況

合計

　 ※ 児童福祉法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設及び１日に保育する乳幼児の数
      が５人以下である施設は必ず記入のこと

①施設に在籍している保育従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

その他 （ ）

その他 （ ）

調理員

その他 （ ）

准看護師

家庭的保育者

保育士

看護師

総 数

職 種 常勤 非常勤 合計

常 勤 非常勤



確認様式３（預かり保育）

（別紙３　預かり保育事業）

１．事業所に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 私学助成（預かり保育推進事業）

□ 地域子ども・子育て支援事業における一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）

□ 幼稚園における長時間預かり運営費支援事業

□ 公的支援を受けていない自主事業

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　　預かり保育事業の利用児童数及び職員配置

※有資格者数は、幼稚園教諭普通免許状所有者又は保育士の人数を記入してください。

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － － －

※配置職員数には、預かり保育事業に従事している間、専ら当該事業に従事している人数を記入してください（教育課程担当
職員による対応可）。

休
日

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － － － －

４ ・ ５ 歳 児

合 計

－

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － － －

３０：１ － － － －

合 計

長
期
休
業
中

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ －

合 計

－ －

平
日
（

降
園
後
）

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － － － －

合 計

平
日
（

登
園
前
）

３歳児（満３歳児を含む） ２０：１ － － － － 人

４ ・ ５ 歳 児 ３０：１ － － － － 人

人

預かり保育
利用児童数

職員の
配置基準

配置職員数
（参考）

基準に基づく
配置職員数

（参考）
在籍園児数

うち
有資格者

数

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

うち
有資格者

数

年　　月　　日

施設の種類

事業の種別

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



３．事業の実施状況

　（１）預かり保育事業の実施時間

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～

～ ～

～ ～
※土曜・日曜・祝祭日

　（２）預かり保育事業の年間実施日数

　（３）食事・おやつの提供の有無等

食事・おやつの提供の有無 □ 有 □ 無

→ （提供有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備
の必要性の有無 □ 有 □ 無

→ （必要性有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備
の有無 □ 有 □ 無

４．利用料金

　（１）預かり保育事業の料金

※年齢や時間帯等により料金が異なる場合には、最大の額を記入してください。
※食事代及びおやつ代を預かり保育の料金と一体的に保護者から徴収している場合には、それを除いた金額を記入してください。

　（２）食事代及びおやつ代

５．設備・面積

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット
３　預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（職員の氏名及び資格・研修修了の有無がわかるもの）
４　施設の図面（預かり保育の実施場所を明示したもの）

1.98

１　認定こども園…認定こども園法第１７条第１項の規定による認可又は認定こども園法第３条第１項
　　もしくは第３項の規定による認定を受けたことを証する書類の写し

1.98

1.98

おやつ代

部屋の名称 保育室ごとの受入れ人数等
預かり保育実施

保育室面積

１回 月極

食事代

長期休業中

休日

１時間 １回 月極 その他

平日

平 日 長期休業日 休 日 合 計

年間実施日数

長
期
休
業
日

曜日 預かり時間

休
日
※

曜日 預かり時間

平
日

曜日 登園前 教育課程時間 降園後



確認様式４（一時預かり事業）

（別紙４　一時預かり事業）

１．事業所に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 保育所 □ 小規模保育施設

□ 家庭的保育事業所 □ その他 （　　　　　　　　　　　　　）

□ 一般型 □ 幼稚園型Ⅱ □ 余裕活用型 □ 居宅訪問型

□ 地域密着Ⅱ型

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　（１）職員の定数及び職務の内容

　（２）利用定員

　（３）利用料金

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

１　児童福祉法第３４条の１２の規定により届け出た一時預かり事業開始届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

食
事
の
提
供
の
有
無

食
事
代

１食当たり 0円 月当たり 0円 

その他 （ ） 0円 

その他 （　　　　）

その他 （ ）

４歳児 ５歳児

保育料

その他 （ ）

利用定員

　うち一時預かりの利用定員

０歳児 １歳児

准看護師

資
格
別
の
内
訳

保育士

２歳児 ３歳児

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

看護師

幼稚園教諭

保育教諭

職員数

　うち、一時預かりの乳幼児の処遇を行う保育士等

常勤 非常勤 合計

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

年　　月　　日

施設の種類

事業の種別

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



確認様式５（病児保育事業）

（別紙５　病児保育事業）

１．事業所に関する事項

□ 診療所 □ 病院 □ 認定こども園 □ 保育所

□ 幼稚園 □ 小規模保育施設 □ 家庭的保育事業所

□ その他 （　　　　      　　　　）

□ 病児対応型 □ 病後児対応型 □ 体調不良児対応型

□ 非施設型（訪問型）

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　（１）開設時間

～

～

～
※２４時間標記で記入してください。

　（２）利用定員

　（３）対象年齢

□ ０歳児 □ １歳児 □ ２歳児 □ ３歳児 □ ４歳児 □ ５歳児

□ 就学児（小学　　年生まで）

　（４）利用料金

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

食
事
の
提
供
の
有
無

食
事
代

１食当たり 0円 月当たり 0円 

その他 （ ）

その他 （ ）

0円 

その他 （ ）

その他 （ ）

保育料

利 用 定 員

　　　料金種別

料金の内容

日額 半日 １時間当たり

市内 市外 市内 市外 市内 市外

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

年　　月　　日

曜日 開設時間※

施設の種類

事業の種別

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



　（５）職員の定数及び職務の内容

　（６）協力機関・指導医の状況

□ 有 □ 無

〒　　　－　　　　

□ 有 □ 無

〒　　　－　　　　

３．設備に関する事項

　（１）保育室等の面積

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット
３　施設の図面（保育室等の配置がわかるもの）

１　児童福祉法第３４条の１８の規定により届け出た病児保育事業開始届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

乳幼児一人当たり面積

面 積

保育室等の種類 保育室 観察室
調理室

（専用・兼用）
その他

（　　　　　）
合計

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

指導内容

協力内容

指
導
医

設定の有無 無の場合は、その理由 （ ）

名 称

所在地

協
力
機
関

保健師

所在地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

その他（　　　　　　　　　　）

設定の有無 無の場合は、その理由 （ ）

名 称

看護師
資
格
別
の
内
訳

保育士

幼稚園教諭

保育教諭

助産師

その他（　　　　　　　　　　）

准看護師

職員数
常勤 非常勤 合計



　　年　　月　　日

豊中市長　様

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設 □ 預かり保育事業 □ 一時預かり事業

□ 病児保育事業

TEL： TEL：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

TEL： TEL：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

※１　記載の変更項目以外に変更項目がある場合は、確認様式１から５の該当項目に記載の上、添付してください。

※２　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

（添付書類）

２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧（役員に変更があった場合）

〒　　　－　　　　 〒　　　－　　　　

〒　　　－　　　　 〒　　　－　　　　

氏名

生年
月日

生年
月日

特定子ども・子育て支援施設等確認変更届

届 出 者 所 在 地

法 人 名

代表者職・氏名

　子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を受けた事項に変更があったので、同法第５８条
の５に基づき以下のとおり届け出ます。

施設・事業の
種 類

変更項目※１ 変更前 変更後

設置者・
事業者名※２

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

　　－　　　－　　　　 　　－　　　－　　　　

職名 職名

フリガナ フリガナ

確認様式６（変更届）（第13条関係）

氏名

施設・事業所
の 管 理 者

職名 職名

フリガナ フリガナ

氏名

施 設 の
名 称

設置者・事業
者 の 代 表 者

変 更 日 　　年　　月　　日

１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等（法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名、
　　生年月日、住所、職名に変更がある場合）

施 設 名

生年
月日

生年
月日

施 設 の
所 在 地

　　－　　　－　　　　 　　－　　　－　　　　

氏名



確認様式７（辞退届）（第14条関係）

　　年　　月　　日

豊中市長　様

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設 □ 預かり保育事業 □ 一時預かり事業

□ 病児保育事業

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届

届 出 者 所 在 地

法 人 名

施設・事業所
の名称

施 設 の
所 在 地

　子ども・子育て支援法第３０条の１１の規定による確認を辞退したいので、同法第５８条の６に基づ
き以下のとおり届け出ます。

施設・事業
の

種 類

設 置 者 ・
事業者名※

代表者職・氏名

〒　　　－　　　　

〒　　　－　　　　

確認を辞退
する年月日

　　年　　月　　日

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

代 表 者 職名

フリガナ

氏名



（確認様式－誓約書） 

 

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない 

者に該当しない旨の誓約書 

年  月  日 

豊中市長 様 

設 置 者  所 在 地   

  法 人 名   

  代表者職・氏名   

 

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約いたしま

す。 

 

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項 

前項の規定により第３０条の１１第１項の確認を取り消された子ども・子育て支援施設等である施設の設置者又は事業

を行う者（政令で定める者を除く。）及びこれに準ずる者として政令で定める者は、その取消しの日又はこれに準ずる日と

して政令で定める日から起算して５年を経過するまでの間は、第５８条の２の申請をすることができない。 

 

子ども・子育て支援法第５８条の１０第１項 

市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該特定子ども・子育て支援施設等に係る第３０条の１

１第１項の確認を取り消し、又は期間を定めてその確認の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

１ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の３第２項の規定に違反したと認められるとき。 

２ 特定子ども・子育て支援提供者（認定こども園の設置者及び第７条第１０項第８号に掲げる事業を行う者を除く。）が、

前条第６項各号に掲げる子ども・子育て支援施設等の区分に応じ、当該各号に定める認可若しくは認定を受け、又は届

出を行った施設等利用費の支給に係る施設又は事業として適正な子ども・子育て支援施設等の運営をすることができな

くなったと当該認可若しくは認定を行い、又は届出を受けた都道府県知事（指定都市等所在届出保育施設については当

該指定都市等又は児童相談所設置市の長とし、指定都市等所在認定こども園において行われる第７条第１０項第５号に

掲げる事業については当該指定都市等の長とし、指定都市等又は児童相談所設置市の区域内において行われる同項第６

号又は第７号に掲げる事業については当該指定都市等又は児童相談所設置市の長とする。）が認めたとき。 

３ 特定子ども・子育て支援提供者（第７条第１０項第４号に掲げる施設の設置者又は同項第５号、第７号若しくは第８

号に掲げる事業を行う者に限る。）が、それぞれ同項第４号、第５号、第７号又は第８号の内閣府令で定める基準に従っ

て施設等利用費の支給に係る施設又は事業として適正な特定子ども・子育て支援施設等の運営をすることができなくな

ったとき。 

４ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の４第２項の内閣府令で定める特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準に従って施設等利用費の支給に係る施設又は事業として適正な特定子ども・子育て支援施設等の運営をする

ことができなくなったとき。 

５ 特定子ども・子育て支援提供者が、第５８条の８第１項の規定により報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若し

くは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

６ 特定子ども・子育て支援提供者又は特定子ども・子育て支援を提供する施設若しくは事業所の職員が、第５８条の８

第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該職員がその行為をした場合におい

て、その行為を防止するため、当該特定子ども・子育て支援提供者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

７ 特定子ども・子育て支援提供者が、不正の手段により第３０条の１１第１項の確認を受けたとき。 

８ 前各号に掲げる場合のほか、特定子ども・子育て支援提供者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関す

る法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

９ 前各号に掲げる場合のほか、特定子ども・子育て支援提供者が、教育・保育その他の子ども・子育て支援に関し不正

又は著しく不当な行為をしたとき。 

１０ 特定子ども・子育て支援提供者が法人である場合において、当該法人の役員若しくはその長又はその事業所を管理

する者その他の政令で定める使用人のうちに過去５年以内に教育・保育その他の子ども・子育て支援に関し不正又は著

しく不当な行為をした者があるとき。 

１１ 特定子ども・子育て支援提供者が法人でない場合において、その管理者が過去５年以内に教育・保育その他の子ど

も・子育て支援に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 



確認様式－決定通知（第 12条関係） 

豊   第     号 

  年（   年）  月  日 

 

 

               様 

 

 

                    豊中市長          印 

 

 

 

特定子ども・子育て支援施設等確認決定通知書 

 

 

 

年  月  日付けで確認申請のあった施設・事業所について、下記のと

おり決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

施設・事業所名称 

 

 

 

施設・事業所所在地 

 

 

 

施設・事業の種類 

 

 

 

備考 

 

 



確認様式－却下通知（第 12条関係）  

豊   第     号 

  年（   年）  月  日 

 

 

               様 

 

 

                    豊中市長          印 

 

 

特定子ども・子育て支援施設等確認申請却下通知書 

 

 

年  月  日付けで確認申請のあった施設・事業所について、下記のと

おり申請を却下しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

施設・事業所名称 

 

 

 

施設・事業所所在地 

 

 

 

施設・事業の種類 

 

 

 

備考 

 

この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の定めるところにより、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内に豊中市長に対して不服申立てをすることができます。 

また、この決定については、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長とな

ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、上記の不服申立てをした場合には、当該不服申立

てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。 



確認様式－取消（停止）通知（第 15条関係）  

豊   第     号 

  年（   年）  月  日 

 

               様 

 

 

                    豊中市長          印 

 

 

特定子ども・子育て支援施設等確認取消（停止）決定通知書 

 

 

年  月  日付けで確認した施設・事業所について、下記のとおり確

認を取消し（一部・全部の効力の停止）することに決定しましたので通知します。 

 

記 

 

この決定に不服がある場合は、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）の定めるところにより、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内に豊中市長に対して不服申立てをすることができます。 

 また、この決定については、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）の定めるところにより、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６箇月以内に、豊中市を被告として（訴訟において豊中市を代表する者は豊中市長とな

ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、上記の不服申立てをした場合には、当該不服申立

てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。 

施設・事業所名称 
 

 

施設・事業所所在地 
 

施設・事業の種類 
 

 

処分の内容 

□取消   □全部の効力停止   □一部の効力停止 

効力停止期間： 

効力停止内容： 

処分の理由 


